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茅ヶ崎市新型コロナウイルス感染症対策

政 策 パ ッ ケ ー ジ
令和４年度

第１弾
9億8,384万円

令和４年度の新型コロナウイルス感染症対策事業についてお知らせします。

【想定フェーズ】

 刻々と変化する新型コロナを取り巻く状況を的確に把握しながら、感染状況に応じて感染者の早期発見・
早期治療ができる体制を整え、医療の崩壊を未然に防ぐ取り組みを進めます。

 あわせて、これまでの感染拡大により露呈した社会の脆弱性を踏まえて、コロナ前に回帰することなく、
社会システムを刷新した感染症に強い社会づくりを進めます。

 次に掲げる予算措置の内容を踏まえ取りまとめたものです。
令和４年度一般会計予算・令和４年度国民健康保険事業特別会計予算・令和４年度病院事業会計予算

感染拡大防止対策 ４億３,９８６万円柱１

医療提供体制の確保 ３億６,９３９万円

 新型コロナウイルス感染症に係る人員体制の強化
保健師・看護師等の派遣職員や会計年度任用職員を活用して人員体制を強化します。 （１億３,６３５万円）

 自宅療養体制の整備
配食サービスや地域療養神奈川モデルなどの在宅支援サービスの実施により、安心して自宅で療養できる体制を整備します。

（１億２,２０３万円）

 検査体制の拡充
医療機関や民間検査委託等、地域での幅広い検査体制を整備します。 （６,８７４万円）
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子どもの感染拡大防止対策 ６,２３５万円

 保育園・児童クラブ・子育て関係施設の感染拡大防止対策
公立保育園や認可保育所等・児童クラブ・子育て支援センターやファミリー・サポート・センターなどの子育て関係施設において、
感染症防止対策として、職員が事業を継続的に実施していくために必要なかかり増し経費等のほか、衛生用品の購入費等の経費に
ついて支援します。 （４,３７３万円）

 このほか、乳幼児健康診査における感染拡大防止対策などを実施します。

 市立病院における感染拡大防止対策
３階西病棟の洗面台とナースステーションの手洗い流し場に自動水栓を設置します。 （１３４万円）

 このほか、新型コロナウイルス感染症患者や濃厚接触者への連絡による積極的な疫学調査を実施します。

市民生活における感染拡大防止対策 ２００万円

 国民健康保険被保険者に対する傷病手当金
国民健康保険に加入している方で、感染症に感染した方、または、発熱等の症状があり感染が疑われる方が、療養のため仕事がで
きない期間について、傷病手当金を支給します。 （２００万円）

行政活動における感染拡大防止対策 ６１２万円

 市役所窓口等における感染拡大防止対策
市役所窓口のほか、小出支所や出張所等の出先機関の窓口で使用する消毒液等の衛生資材を整備します。 （２０４万円）

 市職員の柔軟な勤務体制の運用
市職員の感染を防止するとともに、行政サービスの継続性を確保するため、勤務時間帯の変更やテレワークなど、柔軟な運用を実
施します。 （２１７万円）

 このほか、外出抑制のための行政手続きの代替手法への変更などを実施します。
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緊急経済・生活対策 ４億５,６４２万円柱２

事業者向けの経済対策 ６,７２６万円

 新型コロナウイルス対策特別融資資金利子補給金
神奈川県が実施した新型コロナウイルス対策特別融資を受けた事業者に対して、事業者が負担した利子相当額の利子補給を実施し
ます。 （５,７７６万円）

 本社移転・サテライトオフィス設置支援事業
市外から本市に本社移転、または、支社・サテライトオフィスを設置する事業者に設置費用の一部を補助します。また、移転・設
置に伴い市民を新たに雇い入れる場合や社員が転入する場合も補助を行います。 （７５０万円）

 このほか、クラウドファンディング活用支援補助金、新型コロナウイルス感染症対策利子補給等基金への積み立てを実施します。

市民向けの生活対策 ３億８,９１６万円

 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う小児医療費助成事業
経済的・精神的な影響を強く受けている子育て世帯に対して、未来を担う子どもの健康を守る観点から、子どもの医療費を時限的
に助成します。 （２億６,０３０万円）

 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金
社会福祉協議会が実施する緊急小口資金等の特例貸付における総合支援資金の再貸付が終了した世帯などを対象として、就労によ
る自立を図るため自立支援金を支給します。 （８,４７４万円）

 新型コロナウイルス感染症対策生活資金利子補給金
新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に苦慮されている勤労者を支援するため、生活資金の融資を受けた方に対して、信
用保証料を補助するとともに、負担した利子相当額の利子補給を実施します。 （７９万円）

 住居確保給付金
離職等により住居を失った、または、失うおそれがある場合に支給される住居確保給付金について、国の支給対象の見直しを踏ま
え、支援を拡充します。 （４,３３３万円）
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新型感染症強靭化対策 ８,７５６万円柱４

学校教育ＤＸの推進 ７,９０７万円

 ＧＩＧＡスクール構想事業
児童・生徒一人一台タブレット端末を有効に活用し、情報活用能力が一層育まれるよう、教職員のＩＣＴを活用した指導力向上の
ための研修を行います。また、家庭と学校を結ぶツールとして端末を活用し、学校教育のＤＸを推進します。 （７,９０７万円）

非対面・非来庁型行政サービスの推進 ６６万円

 ＡＩチャットボット利用促進事業
インターネット上の問い合わせに対して、自動で応答するＡＩチャットボットを活用し、非対面・非来庁型の問い合わせ対応を行
い、市民の利便性の向上と事務の効率化を図ります。 （６６万円）

内部事務ＤＸの推進 ７８３万円

 ビジネスチャットツールの利用促進
ビジネスチャットツールを取り入れることで、情報共有の効率化、働き方改革や業務改善を推進します。 （６１２万円）

 このほか、ｗｅｂ会議環境の整備を実施します。


